
国内の動向について 

 

（１）国の温室効果ガス排出・吸収量（インベントリ） 

   令和５年 ４月 マングローブによる 2021 年度分の吸収量として 2,300t-CO2を計上 

令和６年 ４月 海草・海藻藻場による吸収量として約 35 万 t-CO2を計上 

  海藻藻場による吸収量の計上は世界初 

 

※参考 森林経営活動：47.0 百万 t-CO2 農地管理活動：3.1 百万 t-CO2 都市緑化活動：1.5 百万 t-CO2 

 

資料：環境省 脱炭素社会移行推進室、国立環境研究所 温室効果ガスインベントリオフィス 

「2022 年度の温室効果ガス排出・吸収量（概要）」より抜粋 

 

 

（２）地球温暖化対策計画  

   令和７年２月 地球温暖化対策計画の改定 

   ・我が国の温室効果ガス削減目標について、 

2030 年度に▲46％（排出・吸収量:7.6 億 t-CO2）、2035 年度に▲60％（同 5.7 億 t-

CO2）、2040 年度に▲73％（同 3.8 億 t-CO2）と設定（全て 2013 年度比） 

     

・温室効果ガス吸収源による吸収量の目標を 

2030 年度に約 47.7 百万 t-CO2、2040 年度に約 84 百万 t-CO2と設定 

  

【資料１－２】 

R7.3.17 北海道ブルーカーボン推進協議会 



・地球温暖化対策計画 関連資料において、「ブルーカーボンの吸収源対策」を明記 

 

【国の施策】 

① Ｊブルークレジット制度の更なる拡大、浚渫土砂を有効活用した干潟・藻場

造成及び「命を育むみなとのブルーインフラ拡大プロジェクト」（生物共生型港

湾構造物の継続的な整備など） 

② 海域ごとに策定された藻場・干潟ビジョンに基づいた、ソフト対策(食害生物

の除去等)とハード対策(海藻着生の基質設置や干潟造成等)の一体的な取組 

③ 藻場・干潟の保全・再生・創出と地域資源の利活用の好循環を生み出すこと

を目指す「令和の里海づくり」モデル事業など里海づくりの取組 

④ 沖合でのブルーカーボンについて、漁業の実態を考慮した海域利用の在り方、

大規模藻場造成・深海域への沈降等の技術開発、環境への影響のモニタリング

などを関係省庁や官民連携による体制で検討。機能性食品やバイオプラスチッ

クなどの新素材開発、海洋資源による新産業の創出等により、バイオ資源とし

ての利用を図りつつ進める。 

 

【対策・施策の実施に関する目標】 

ブルーカーボンの CO2吸収・固定量を対策評価指標として、 

2035 年度に 100 万 t-CO2、2040 年度に 200 万 t-CO2 の吸収量を見込む 

     ※今後のフォローアップを通じてより具体化を図る 

 

 

（３）道内におけるＪブルークレジット®の認証状況  

  ・令和７年３月 12 日時点 これまでの認証のべ件数 ：18 件 

                    認証のべ吸収量：2,182.8t-CO2 

(単位：件,t-CO2) 

取組内容 
R4 R5 R6 合計 

件数 吸収量 件数 吸収量 件数 吸収量 件数 吸収量 

藻場保全 1 49.5 5 109.8 7 122.0 13 281.3 

 うち雑海藻駆除 - - 1 60.4 2 99.6 3 160.0 

 うち食害生物除去 - - 2 28.7 2 19.9 4 48.6 

 うち施肥材投入 1 49.5 3 27.1 4 8.0 8 84.6 

海藻養殖 - - 3 414.1 4 1,499.3 7 1,913.4 

合計 1 49.5 7 517.5 10 1,615.8 18 2,182.8 

※複数の取組により認証されている事例については重複して計数しているため、各項目の合算値と合計欄の数値は必ずしも一致しない。 

参考：全国での認証実績 

R2 R3 R4 R5 R6 

件数 t-CO2 件数 t-CO2 件数 t-CO2 件数 t-CO2 件数 t-CO2 

1 22.8 4 80.4 21 3,733.1 29 2,170.3 46 3,178.3 

 


